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賃上げを起点とした「成長と分配の好循環」

※連合春季賃上げ妥結状況

※資本金1,000万円以上

賃上げ率
３．５８％

（Ｒ５年）

５．１０％

（Ｒ６年）

民間消費支出
３２２兆円

（Ｒ５年第３四半期）

３３１兆円

（Ｒ６年第３四半期）

民間設備投資
１００兆円

（Ｒ５年第３四半期）

１０６兆円

（Ｒ６年第３四半期）

就業率
６１．３％

（Ｒ５年第２四半期）

６１．６％

（Ｒ６年第２四半期）

売上高
経常利益率

６．３％

（Ｒ５年第１四半期）

７．１％

（Ｒ６年第１四半期）

名目GDP
５９３兆円

（Ｒ５年第３四半期）

６１０兆円
（Ｒ６年第３四半期）

 賃上げは、家計の所得増加による消費の拡大を通じて、企業収益を増加させるとともに、必要な人材を適切

に確保し、企業の生産性を向上させ、更なる賃上げや持続的な成長を生むという好循環をもたらす。

 約30年ぶりの賃上げ水準の中で、製品需要の増加や企業収益・価格転嫁の改善、就業者数の増加など、賃金

上昇と経済成長の好循環が動き出しつつあり、このモメンタムを維持していくことが重要。

賃金上昇

消費の増加

製品需要の増加

労働需要の増加

人材確保

生産性の向上

生産の増加

企業収益の増加

賃上げを起点とした
「成長と分配の好循環」
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賃金の動向

 北海道の実質賃金(前年同月比)は、5人以上・30人以上事業所ともボーナス期を除きマイナス基調が続いている。

一方、全国・30人以上事業所では昨年6月以降、ゼロ近傍で推移しており、実質賃金下げ止まりの兆しがみられる。

現金給与総額
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全国 －事業所規模5人以上－

実質賃金（5人以上）

現金給与総額

きまって支給する給与

（％）前年同月比
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現金給与総額

275385円
前年同月比2.6%
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北海道 －事業所規模５人以上－

実質賃金（現金給与総額）

現金給与総額

きまって支給する給与

（％）前年同月比

現金給与総額

328,293円

前年同月比2.9%
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全国 －事業所規模30人以上－

現金給与総額

きまって支給する給与

実質賃金（30人以上）

（％）前年同月比

資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（確報）、北海道「毎月勤労統計調査地方調査」
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令和６年度総合経済対策における賃上げ支援関係施策

• 最低賃金の引上げに向けた環境整備を支援する業務改善助成金（厚生労働省）

• 事業環境変化対応型支援事業（経済産業省）

• 令和６年度税制改正で拡充した賃上げ促進税制の活用促進（経済産業省）

1 . 最 低 賃 金 の 引 上 げ

• 中小企業取引対策事業（経済産業省）

• 価格転嫁円滑化の取組に関する調査（公正取引委員会）

• 価格転嫁対策等の広報強化（公正取引委員会）

• 下請法改正の検討（公正取引委員会）【制度】

• 近年の資材価格の高騰の影響等を考慮した公共事業等の実施（国土交通省）

• 建設産業・不動産業の生産性向上のための市場環境整備等（国土交通省）

• 物流の革新と持続的成長に向けた中長期計画を踏まえた取組の推進（国土交通省）

• 自動車整備業の人材確保に必要な賃上げ等調査事業（国土交通省）

• クリエイター支援のための取引適正化に向けた実態調査（公正取引委員会）

• クリエイター事業者支援事業（事業化・海外展開推進）（経済産業省）

• 分野横断権利情報検索システム及び個人クリエイター等権利情報登録システムの構築事業（文

部科学省）

• 放送コンテンツ等のネット配信の促進に関する調査研究（総務省） 等

2 . 持 続 的 ・ 構 造 的 賃 上 げ に 向 け た 価 格 転 嫁 等 の 取 引 適 正 化

の 推 進

• 中小企業の成長投資・生産性向上投資・省力化投資等の一体的な支援（経済産業省）

• 中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金（経済産業省）

• 製造業・サービス業の人手不足解消に資するロボット開発環境の構築（経済産業省）

• 地域未来投資促進法等を活用した土地利用転換手続の迅速化（経済産業省、国土交通省）【そ

の他】

• 地域未来投資促進税制の活用促進（経済産業省）【その他】 等

3 . 省 力 化 ・ デ ジ タ ル 化 投 資 の 促 進

• 雇用保険法に基づくリ・スキリング支援策のハローワーク、ハローワークインターネットサー
ビス等を通じた周知広報等（厚生労働省）【その他】

• 訓練ニーズの変化等を踏まえた教育訓練給付の指定講座の拡大（厚生労働省）【制度】
• リカレント教育エコシステム構築支援事業（文部科学省）
• 地域金融機関取引事業者支援高度化事業（金融庁）
• 「年収の壁・支援強化パッケージ」の着実な実行と年金制度等の見直し（内閣府、厚生労働

省）【制度】
• 非正規雇用労働者の待遇改善に向けた取組（厚生労働省）【その他】
• 介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度等の活用促進等（厚生労働省）【その他】
• 育児休業取得に向けた環境整備を支援する「両立支援等助成金」の拡充（厚生労働省）
• 勤務間インターバル制度の導入促進（厚生労働省）【その他】
• テレワーク普及促進対策（厚生労働省）
• 「多様な正社員」制度導入支援等事業（厚生労働省）【その他】
• 「自爆営業」の根絶（内閣府、厚生労働省）【制度】
• 副業・兼業の円滑化（内閣府、厚生労働省）【制度】
• フリーランス・事業者間取引適正化等法の着実な執行（公正取引委員会、厚生労働省、経済産

業省）【制度】
• フリーランス・ギグワーカーの労働者性及び保護の在り方（内閣府、厚生労働省）【制度】
• 36 協定の本社一括届出の対象の拡大（内閣府、厚生労働省）【制度】
• 労働関係の書面・押印・対面規制の撤廃（内閣府、厚生労働省）【制度】
• 人口減少や医療機関の経営状況の急変に対応する緊急的な支援パッケージ（厚生労働省）
• 介護人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策（厚生労働省）
• 障害福祉人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策（こども家庭庁、厚生労働省）等

4 . 人 へ の 投 資 の 促 進 及 び 多 様 な 人 材 が 安 心 し て 働 け る 環 境

の 整 備

• 事業承継税制の特例措置における役員就任要件等の見直しの検討（経済産業省）【税制】
• 中小企業活性化・事業承継総合支援（経済産業省）
• 「早期経営改善計画策定支援」を活用した民間金融機関による経営改善支援の促進（経済産業

省）
• 民間金融機関のプロパー融資を引き出す新たな保証制度（経済産業省）
• 経営改善サポート保証制度（経営改善・再生支援強化型）（経済産業省）
• 日本政策金融公庫等による資金繰り支援（内閣府、財務省、厚生労働省、経済産業省）
• 事業再構築法制の整備（経済産業省）【制度】
• 売上100 億超への成長を目指す中小企業へのファンド出資（経済産業省）
• 売上100 億超への成長を目指す中小企業への設備投資支援（経済産業省）
• 国際協力銀行（ＪＢＩＣ）による地方創生に資する中堅・中小企業向け金融支援（財務省）
• 生活衛生関係営業物価高騰等対応・経営支援事業（厚生労働省）
• 事業環境変化対応型支援事業（経済産業省）＜再掲＞
• 小規模企業振興基本計画の変更（経済産業省）【その他】 等

5 . 中 堅 ・ 中 小 企 業 の 経 営 基 盤 の 強 化 ・ 成 長 の 支 援
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□ 事業場内最低賃金と地域別最低賃金
の差額が５０円以内であること

※ 北海道の場合、事業場内最低賃金が

令和６年9月30日まで 1,0１０円以下

令和６年10月1日から 1,0６０円以下

□ 解雇、賃金引き下げなどの不交付事
由がないこと

業務改善による最低賃金の引き上げ

業務改善助成金の概要

・事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を30円以上引き上げ、生産性向上に資する設備投資等を行っ
た中小企業・小規模事業者に対し、その設備投資等にかかった費用の一部を助成する制度です。
・交付申請期限を令和7年1月31日まで、事業完了期限を令和7年2月28日まで延長して受け付けます。

・高速ワイシャツプレス機の更新
（その他生活関連ｻｰﾋﾞｽ業 従業員18人）

導入前
クリーニングプレス機の品質が悪く、3

人が仕上げ作業を行っていた。

導入後

➢ プレス可能な量が倍増し、仕上げ作
業の人員が3人から1人に減少した。

➢ 削減時間等を他作業に充て、多能工
化が実現。年間作業時間が1500時間
削減、売上総利益が8%向上した。

・バキュームクレーンの導入
(無店舗小売業 従業員12人）

導入前
ポップコーンの原材料を社員２人が手
作業で移動、箱詰めしていた。

導入後

➢ 物を吸着させて運ぶバキュームク
レーンを導入した結果、作業時間が
１日あたり２時間、減少した。

➢ ５人が操作することで、荷捌き業務
が平準化し、スピードが上がった。

北海道内の活用事例対象事業場

助成上限額

助成率

最大600万円
（賃上げした労働者数、賃上げ額により異なる）

３/４（４/５）
（ ）内は生産性要件を満たした場合

・クローラー運搬車の導入
（農業 従業員９人）

導入前
車が圃場内に入れないため、農作物を

手作業で運んでいた。

導入後
➢ 圃場内に入ることができる運搬車を
導入した結果、作業時間が１日１時
間、減少した。

・デリバリーオペレーションシステムの導入
（飲食サービス業 従業員７０３人）

導入前
オーダーの処理にミスが多く、また配

達先の確認にも時間を要していた。

導入後

➢ システム化することでオーダー処理
ミスが大幅に減少し、また、担当者
のルート確認が不要となった結果、
作業時間が１日１時間以上減少した。
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人への投資の促進及び多様な人材が安心して働ける環境の整備

(1)手当等支給メニュー 50万円（37.5万円）（※１）

(2)労働時間延長メニュー 30万円（22.5万円）

※１ 1～3年目までの各要件を全て満たした場合の３年間の合計額
※２ １年目に手当等支給、２年目に労働時間延長を実施する場合の

2年間の合計額は50万円

賃金規定等改定コース
有期雇用労働者等の基本給を定める賃金規定
を３％以上増額改定し、その規定を適用

コース名／コース内容

障害者正社員化コース
障害のある有期雇用労働者等を正規雇用労働者等に転換

賃金規定等共通化コース
有期雇用労働者等と正規雇用労働者との
共通の賃金規定等を新たに規定・適用

賞与・退職金制度導入コース
有期雇用労働者等を対象に賞与・退職金制度

を導入し、支給又は積立てを実施

社会保険適用時処遇改善コース
短時間労働者を新たに社会保険に適用した際に、
手当等の支給、賃上げ、労働時間の延長等を実施

※手当等の支給は、労働者の社会保険料相当額以上等

※労働時間の延長は、週あたり４時間以上等

※( )は、大企業の場合の額。

※加算措置要件を満たした場合は、支給額＋加算額を助成。

※障害者正社員化コースについては、重度障害者の場合は、

➀120万円(90万円)➁➂60万円（45万円）となる。

■「職務評価」の活用により実施 １事業所当たり 20万円（15万円）

■母子家庭の母等又は父子家庭の父

➀ 9.5万円

➁4.75万円

■人材開発支援助成金の

特定の訓練修了後に正社員転換

➀ 9.5万円

➁4.75万円

※自発的職業能力開発訓練または

定額制訓練の修了後に正社員転換

   ➀ 11万円

② 5.5万円

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

■勤務地限定・職務限定・短時間正社員

制度を新たに規定し転換

   １事業所当たり 40万円（30万円）

１ キ ャ リ ア ア ッ プ 助成 金 の概 要

有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者（以下「有期雇用労働者等」）といったいわゆる非正規雇用労働者の企業内のキャリアアップを促進するため、
正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して包括的に助成

支給額（１人当たり） 加算措置／加算額（１人当たり）

➀有期→正規： 80万円（60万円）（※）

➁無期→正規： 40万円（30万円）（※）

※ 6か月ごとに2回支給した場合の合計額

➀有期→正規： 90万円 (67.5万円)

➁有期→無期： 45万円 ( 33万円)

➂無期→正規： 45万円 ( 33万円)

１事業所当たり 60万円 ( 45万円）

１事業所当たり 40万円 (  30万円)

賞与・退職金制度導入コース

■同時に導入した場合 １事業所当たり 16.8万円（12.6万円）

■派遣労働者を派遣先で

正規雇用労働者として直接雇用

     28.5万円

正社員化コース

賃金規定等改定コース➀３％以上５％未満： 5万円 ( 3.3万円）

➁５％以上 ：6.5万円 ( 4.3万円）

正社員化コース

有期雇用労働者等を正社員化（※）

※多様な正社員（勤務地限定・職務限定・短時間正社員）を含む

➢ 正社員化後6か月間の賃金が正社員化前6か月間の賃金と

比較して３％以上増額していることが必要
➢ 有期雇用労働者の雇用期間を現行の「6か月以上3年以内」から「6か

月以上５年以内」に緩和し、５年超の者は無期雇用労働者とみなす。

■通常の正社員転換制度を新たに規定し転換

   １事業所当たり 20万円（15万円）

年収の壁・
支援強化
パッケージ
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【参考】令和 7年度予算案における「賃上げ」支援助成金パッケージ

キャリアアップ助成金（正社員化コース・賃金規定等改定コース）
【633億円】

①非正規雇用労働者を正社員転換し、従前よりも賃金を３％以上増加させた
場合（正社員化コース）、②非正規雇用労働者の基本給を定める賃金規定を
３％以上増額改定し、その規定を適用した場合（賃金規定等改定コース）に
助成
➣賃金規定等改定コースにつき、賃上げ率の新たな区分を設定（２区分→４
区分、賃上げ率６％以上の場合はさらに引き上げ）、昇給制度を新たに設
けた場合の加算措置の創設働き方改革推進支援助成金 【92億円】

労働時間削減等に向けた環境整備のために外部専門家のコンサルティ
ング、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、改善の成
果を上げた場合に助成
➣対象労働者の現行の賃金額を３％、５％増加させた場合の加算に加え、

７％の場合の助成強化、恒常的な長時間労働が認められる企業における設
備投資について、一部助成対象の要件を緩和

人材確保等支援助成金（雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）

【制度要求】
雇用管理改善につながる制度等（賃金規定・人事評価制度や職場内の雇

用環境の整備等）を導入し、離職率低下を実現した事業主に対して助成

➢ 雇用管理制度助成コースを令和７年度から再開する際、人事評価改善等

助成コース（※）を統合の上、作業負担を軽減する機器導入への支援や

対象労働者の賃金を５％以上増加させた場合の加算を導入

（※）人事評価制度を整備、年功のみによらない賃金制度を設ける事業主への助成

業務改善助成金 【15億円】
※令和６年度補正予算額297億円

事業場内最低賃金を一定額以上引き上げ、生産性向上に資する設備投資
等を行った場合に、その設備投資などにかかった費用の一部を助成
➢ 地域間格差に配慮した助成率区分等の再編、支援時期等の見直し重点化

産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース） 【5億円】

◆ 労働者のスキルアップを在籍型出向により行うとともに、当該出向から復
帰した際又は出向開始１年後等の賃金を出向前と比して５％以上増加させた
事業主（出向元）に対し、出向中の賃金の一部を助成

人材開発支援助成金 【542億円】

職務に関連した専門的な知識及び技能を習得させるための職業訓練等
を実施した場合等に訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等助成
➢ 訓練終了後に賃上げ等した場合の賃金助成額の引き上げ（賃金上昇率
を踏まえた賃金助成額のベースアップの一環として実施）

生産性向上（設備・人への投資等）への支援 正規・非正規の格差是正への支援
拡充

拡充

特定求職者雇用開発助成金(成長分野等人材確保・育成コース)【137億円】

◆ 就労経験のない職業に就くことを希望する就職が困難な者を雇い入れ、人
材育成計画を策定した上で、賃金を雇入れ日から３年以内に５％以上増加さ
せた事業主に対して助成

早期再就職支援等助成金（雇入れ支援コース、中途採用拡大コース）

【35億円】
◆ 事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者を、離職後３か月以
内に、期間の定めのない労働者として雇い入れたうえで、雇入れ前の賃金と
比して５％以上増加させた事業主に対して助成

◆ 中途採用者の雇用管理制度を整備した上で、①中途採用率を一定以上向上
させた場合、②中途採用率を一定以上向上し、そのうち45歳以上の者で一
定以上拡大させ、かつ、当該45歳以上の者全員の雇入れ時の賃金を雇い入
れ前と比して５％以上増加させた場合のいずれかを満たした場合に助成

生産性向上（設備・人への投資等）や、正規･非正規の格差是正、より高い処遇への労働移動等を通じ、
労働市場全体の「賃上げ」を支援。 （※下線部＝Ｒ７予算案における拡充部分）

より高い処遇への労働移動等への支援

拡充

拡充

拡充

生産性向上（設備・人への投資等）や、正規･非正規の格差是正、より高い処遇への労働移動等を通じ、
労働市場全体の「賃上げ」を支援。 （※下線部＝Ｒ７予算案における拡充部分）
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